
令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

金融庁（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 42 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 07_産業振興 

 

提案事項（事項名） 

自動車損害賠償責任共済の共済掛金の改定に係る同意手続の簡略化 

 

提案団体 

大阪府、神奈川県、京都府、兵庫県、和歌山県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

金融庁、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

中小企業等協同組合法（以下「法」という）の規定に基づき認可した事業協同組合のうち、法第９条の６の２第３

項における自動車損害賠償保障法（以下「自賠責法」という。）第５条に規定する自動車損害賠償責任共済（以

下「責任共済」という。）を行う組合から、共済規程のうち事業の実施方法、共済契約又は共済掛金に係るもの

等を変更する旨の申請があった際、所管行政庁は認可にあたり自賠責法第２８条の２第５項において国土交通

大臣及び内閣総理大臣（金融庁長官）にあらかじめ同意を求めなければならない旨規定されている。 

自動車賠償責任保険（以下「責任保険」という）に係る基準料率等については、毎年その妥当性を金融庁長官が

自賠責保険審議会を経て判断しており、改定する場合は審議会を経て国土交通大臣に同意を得たうえで改定さ

れる。このようにして改定された基準料率に基づき、各組合等は共済掛金の変更申請を都道府県に行ってい

る。 

以上を踏まえ共済掛金の変更申請について、その内容が責任保険に係る基準料率と相違ないものであると確

認できる場合は、金融庁長官及び国土交通大臣の同意を不要とする措置を求める。 

 

具体的な支障事例 

責任共済に係る共済掛金の改定については、改定される日時があらかじめ決められていることがほとんどであ

り、また改定される料金が示されてからでなければ変更認可申請を行うことができないため、改定日時に間に合

うよう非常に短い期間の中で金融庁長官及び国土交通大臣に対する同意の手続及び共済規程の変更認可申

請に係る審査を同時並行で行うことが求められる。 

これは、事務の煩雑化を招き、十分な審査期間を設けることができず、審査における見落としを生じさせる可能

性があり、組合に対し不利益を与えかねない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

事務手続が簡略化されることにより、審査に集中することができ、行政の効率化を図ることができる。 

 

根拠法令等 

中小企業等協同組合法第９条の６の２第３項、第９条の２第７項、自動車損害賠償法第５条、第 28 条の２第５項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

長野県、山口県 

 

○当県においても同様の事例が起きており、同意書の依頼を早期に行う必要がある。 



○連絡から改定日時までが非常に短く、当県では申請書への押印を必要としているため原本を地域振興局経

由で共済組合が提出していることもあり、組合も県も非常に短い時間で事務を行わなければならず、十分な審

査期間を設けることができていない。金融庁長官及び国土交通大臣に対する同意の不要または、改定日時まで

の期間を最低でも２週間は設けていただきたい。 

 


